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本稿の目的は 2 点ある。第 1 に、現代アメリカの帰還兵をめぐる諸問題に関して包括的
な整理を試みることである。問題の実態、原因についてはもちろんのことであるが、問題
解決を図る上での考え方の相違点および先行研究の整理についても対象としている。 




















 本稿の第 2 の目的は、帰還兵問題に対する、国防総省(DOD/Department of Defense)と退
役軍人省(VA/Department of Veterans Affairs)の連携政策について分析し、評価することで
ある。（DOD は、現役兵士の統制・管理を行い、補償責任を担っているアメリカ最大の
省である。一方 VA は、除隊後の兵士の統制・管理を行い、補償責任を担っている DOD
に次ぐ 2 番目に大きな規模と位置づけを持った省のことである。 
帰還兵問題増長の最大の原因は、DOD と VA の連携不足にある。この状態を打破する
ために 2 省間が講じてきたこれまでの政策では、必要とされる対応と、実際に行われてい







問題解決を図るためには、兵士が DOD から VA へ自らの所属を移行させる際に、DOD と
VA 間で彼らの医療データを共有出来るようなシステムが必要となるが、後者(VA の事前
対策欠如)の問題について改善を図るには、兵士が入隊した時点から、医療データを含め
た基本的な情報(どんな人が、どんな状況にあるのか)について、DOD と VA 間で共有出来
るシステムが必要となる。しかし、1996 年以降今日まで講じられてきた対応策について
それらの政策が焦点を置いている分野、時期について分析していくと、2009 年に講じら
れた Joint Virtual Electronic Record(JVER)以外は、共有される情報の分野は、「医療・補

















2 省間が講じてきた 1 つ 1 つの政策に対する政策評価はこれまでにも行われており、賛
否両論存在してきたが、このように本来必要とされている対策と実際行われてきた対応策
の全貌を捉え、そこにギャップがあることを理由に、これまでの 2 省間の連携政策は不十
分である、との分析結果を提示したことが本稿の特色である。 
今後の課題は、VA の事前対策欠如を改善するための政策が講じられてきていない原因
をさらに深く分析し、政策提言に繋げてゆくことである。また 2012 年から本格始動する
予定である JVER の動向を追い、それが帰還兵問題解決において果たす効果を評価してい
くことである。 
